
１　長寿命化計画の背景と既存施設の整理

（１）背景　(P1)

学校施設配置図　(P6)

（２）目的　(P2)

（３）計画期間　(P2)

（４）対象施設　(P8)

小学校

中学校

統合予定小学校

令和5年度開校予定　新小学校

　令和3（2021）年度から令和42（2060）年度までの40年間とします。

「佐久市学校施設の長寿命化計画」は、これらの背景を踏まえて学校施設を総合的観点で捉え、長寿命
化できるものは長寿命化し、適切に改修・改築をするとともに、教育環境の質的改善も考慮しながら、中長
期的な維持管理に要するコストの縮減と平準化を図ることを目的として策定するものです。

佐久市学校施設の長寿命化計画　概要版（１/２)

　佐久市が保有する学校施設（小学校17校、中学校7校）のうち、200㎡以上の建物を対象施設とし、その築
年別の整備状況は下記グラフに示すとおりです。

佐久市の学校施設は、公共建築物延面積の3分の1以上を占めています。そのうちの3分の2近くは小学校
になりますが、これらの多くは第二次ベビーブームに伴う児童数の増加に併せて建設されており、今後の修
繕や建替えに要する多額の費用は、その時期が重なることで、将来的な財政の大きな負担となることが予
想されます。

今後は、中長期における計画的な施設改修や維持管理のほか、施設の有効活用を含めた学校施設の適
切な管理が重要な課題となっています。
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築20年以上 60棟（61%） 8.8万㎡（54%）

対象建物

99棟

16.3万㎡

（年度）

築30年以上 47棟（47%） 7.1万㎡（44%）

築30年以上

4.8万㎡(29%)

築40年以上

2万㎡(12%)
築20年以上

1.6万㎡(10%)

築10年以上

3.4万㎡(21%)
築10年未満

4.1万㎡(25%)

築50年以上

0.4万㎡(2%)

築年別整備状況

新耐震基準（昭和57年以降）

73棟（74%） 12.7万㎡（78%）

旧耐震基準（昭和56年以前）

26棟（26%） 3.7万㎡（22%）

小学校 校舎 中学校 校舎 小学校 体育館 中学校 体育館 武道場 幼稚園 寄宿舎 給食センター その他

平根小学校

浅科小学校

浅科中学校

望月中学校 中込中学校

中込小学校

佐久城山小学校

臼田中学校

野沢中学校

野沢小学校

泉小学校

岸野小学校

東中学校

東小学校

浅間中学校

高瀬小学校

中佐都小学校

望月小学校

臼田小学校

切原小学校

田口小学校

青沼小学校

臼田地区新小学校（仮称）

佐久平浅間小学校 岩村田小学校

（延べ面積 ㎡）

（建築年度）

小学校 校舎 中学校 校舎 小学校 体育館 中学校 体育館 武道場

補強工事は完了し、耐震化率は100％



２　長寿命化の整備方法への転換

（１）従来の整備方法　(P9) （２）長寿命化型の整備方法　(P12)

３　学校施設の長寿命化計画の基本方針　(P14) ４　長寿命化の実施に向けて　(P18)

経年

建築後20年を目安に大規模改造、建築後40年を目安に長寿命化改修を行うことを基本的な考えとし、事業
の実施に当たっては実施計画において実施年度や事業費を精査していきます。

（１）建物の健全度が低い施設の長寿命化改修を進めるとともに、ライフサイクルコストの縮減を目指
　　し、計画的な予防保全に努めます。また、誰もが安心して学校施設が利用できるように、バリアフ
　　リー化、ユニバーサルデザイン化を推進します。

（２）標準的な学校規模をめざし児童生徒数の動向に注視し、統廃合に当たっては、原則長寿命化した
　　　施設の活用を図っていきます。また、児童生徒の増加傾向にある区域の学校においては、増築
　　　または改修による教室の確保を図ります。

佐久市学校施設の長寿命化計画　概要版（２/２)

築45年程度で改築（建替え）をしてきた従来の整備方法を今後も継続していった場合、今後40年間に必要
な費用は1,054億円（26.4億円/年）となり、これは、過去5年間の施設整備費の平均の1.3倍となります。

厳しい財政状況下において従来のような改築中心の整備を継続することは困難であり、対応策を検討する
必要があります。

長寿命化により80年間建物を使用した場合、今後40年間のコストは796億円（20億円/年）となり、これは従
来型の改築中心の場合の1,054億円（26.4億円/年）より、総額258億円（6.5億円/年）、約24％の縮減となり
ます。更に、過去5年間の施設関連経費の9割程度に抑えることができており、長寿命化型に切り替えること
の効果が高いことが分かります。また、従来型に比べてグラフの起伏の幅が小さく、施設関連経費の平準化
が実現できています。
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10年間 10年間

13.9億円/年

10年間

18.4億円/年

10年間

18.8億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

28.5億円/年

対象建物
86棟

15.7万㎡

40年間の総額

796億円

40年間の平均

20億円/年

0.9倍

過去の

施設関連経費
21.0億円/年

長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 縮減費
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（億円）

（年度）

10年間 10年間

21.2億円/年

10年間

16億円/年

10年間

35.4億円/年

今後の維持・更新コスト（従来型）

40年間の総額

1,054億円

32.9億円/年

対象建物

15.7万㎡

86棟

40年間の平均

26.4億円/年

1.3倍

過去の

施設関連経費

21.0億円/年

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

経年による機能・性能の劣化

60年 80年40年20年

改築

経年による機能・性能の劣化

45年 90年65～70年20～25年

改築 大規模改造大規模改造 改築
（事後保全） （事後保全）

大規模改造
（機能回復）

大規模改造
（機能回復）

長寿命化改修
（機能向上）

新築
（臼田新小学校）

新築
（臼田新小学校）


